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会社概要                                                    

：富士通テン株式会社 

：本社事務所 〒652－8510 神戸市兵庫区御所通１‐２‐２８  ℡．078‐671‐5081 

：工      場 〒652－8510 神戸市兵庫区御所通１‐２‐２８  ℡．078‐671‐5081 

〒508－0101 岐阜県中津川市苗木２１１０     ℡．0573‐66‐5121 

：代表取締役社長  槌本 隆光 

：昭和４７年１０月２５日 

：オーディオ・ナビゲーション機器、自動車用電子機器および移動通信機器の製造、

販売 

：５３億円（２０００年３月３１日現在） 

：国内製造 

販売 

 

 
その他 

 
：海外製造 

 

 

 

 
販売 

その他 

 

 売上高の推移 

 

 

 
 
 
 
 
 
 従業員数の推移 
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社      名 

所  在  地 

 

 

代  表  者 

設      立 

事業の内容 

資  本  金 

グ ル ー プ 

株式会社栃木富士通テン 

富士通テン北海道株式会社、富士通テン東日本株式会社、 

富士通テン中部株式会社、富士通テン関西株式会社、 

富士通テン西日本株式会社 

富士通テンアクティ株式会社、富士通テンリサーチ株式会社、 

富士通テン情報システム株式会社、富士通テンスタッフ株式会社 

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰ．ＯＦ ＡＭＥＲＩＣＡ（米国） 

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ｄｅ ＭＥＸＩＣＯ，Ｓ．Ａ．ｄｅ Ｃ．Ｖ．（メキシコ） 

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＯＦ ＴＨＥ ＰＨＩＬＩＰＰＩＮＥＳ(ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ) 

天津富士通天電子有限公司（中国） 

ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯＮＰＡＮＹ ＬＩＭＩＴＥＤ（タイ） 

関係会社３社（カナダ、ドイツ、オーストラリア） 

関係会社３社（シンガポール、フィリピン） 
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                                                   代表取締役社長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                  ２ 

  地球環境保全への取組みは、２１世紀を目前に控え

私たち人類にとって最も重要な課題の一つとなって

います。 

  富士通テングループは、「お客様第一」をものづく

りの基本理念としていますが、お客様の立場に立って

考える事がその原点です。 

同様に地球環境問題では、私たち自身や私たちの子孫

を含め、環境の悪化から影響を受けるすべての人々の

立場に立って考える事がその原点です。 

この基本理念に基づいて「富士通テン地球環境憲章」

を１９９２年に制定し、事業活動のあらゆる段階にそ

の意志と行動規範を展開しています。 

 

  １９９９年度は、海外生産拠点で環境マネジメント

システム（ISO14001）を構築し、グループ全体での取

組み体制を整えました。 

有害化学物質の排出削減対策、工場廃棄物減量化対策

においては「第二期環境行動計画（２０００年度末

迄）」の最終目標を上回る成果を得ることができまし

た。 

  また、環境に配慮した製品開発では、環境アセスメ

ントのしくみを整え、省エネ・省資源や特定の化学物

質の排除・削減などに取組んでいます。 

  更に、国内連結の「環境会計」を初めて実施した他、

世の中の資源循環型社会への変化を踏まえ「グリーン

製品の市場投入」や「廃棄物ゼロエミッションの達成」

などを盛り込んだ「第三期環境行動計画」を、当初の

計画から１年前倒しして策定いたしました。 

今後は、この行動計画に基づき、従来の工場単位の

活動からグループ全体のグローバルな活動に充実さ

せ、環境負荷の低減に貢献してまいります。 

 

  この報告書を通じて、２１世紀に向けた富士通テン

グループの環境問題に対する考え方と活動をご理解

いただければ幸いです。 

お問い合わせ先  
富士通テン株式会社 

地球環境部地球環境課 

〒652－8510 

神戸市兵庫区御所通 1－2－28 

TEL：078－682－2029 

FAX：078－682－2202 

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｆｕｊｉｔｓｕ-ｔｅｎ．ｃｏ．ｊｐ/ 

この報告書は、１９９９年度の環境保全活

動を中心に作成しました（2000年度の計画も

記載しています）。環境報告書としては今回

が初回発行ですが、情報開示のツールとして

充実させる努力を重ねてまいりますので、皆

様の率直なご意見をお待ちしております。 

次号発行は２００１年６月の予定です。 

 

 

 



 

環境問題への取組み                                         
 

環境マネジメントの基本スタンス 

 

 

 

 

 

 

 

富士通テンの経営理念 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

富士通テン地球環境憲章（要約） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 
 

基本理念・方針

富士通テン地球環境憲章

経営層による見直し
地球環境委員会

計画・目標
富士通テン環境行動計画

実施・運用

環境マネジメントシステム

点検・是正

方針点検・内部監査制度

富士通テングループは、この「地球環境憲章」

に基づき、自然との調和を大切に、独自のカー

エレクトロニクス技術を生かして、クルマ社会

の発展と環境との共存への取組みをグローバ

ルに展開しています。 

富士通テンでは、環境問題への取組み姿勢を明

確にするため、１９９２年１１月１日に「前文

（基本理念）」と環境マネジメントの「基本方

針」、「行動指針」からなる『富士通テン地球

環境憲章』を制定しました。 

誠は天の道なり  
（社是） 

車の楽しさ、利便性、安全性

を極め、乗る「よろこび」を

追求したオリジナリティの

ある商品を創り出し、社会に

貢献する。 

（使命） 

お 客 様  第  一  

品   質   至   上  

（基本理念） 

基本理念  「人にやさしい商品づくり」と「豊かなカーライフの創造」をめざし、広

く社会の発展に寄与するとともに、企業活動が地球環境と密接に関わり合

っていることを認識し、地球環境保全への取組みを積極的に推進する。 

 
基本方針  １．総合的な取組み 

２．企業責任の遂行 

３．社会への貢献 

行動指針  １．環境への影響を配慮した事業活動 

２．資源とエネルギーの効率的利用 

３．環境政策への協力と社会貢献活動への支援・参画 

４．環境教育による全員の意識高揚 

環境マネジメントの



                                                             
 
富士通テン環境行動計画 
 
 

第２期行動計画の目標と実績（要約） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３期行動計画の目標と実績（要約） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                       
４ 

「第2期行動計画」の未達事項について見直しを加え、２０００年3月に「第3期行動計画」を策定しました。 

 ・ リサイクル可能率 ： 車載製品は当面シュレッダーダスト処分 → 有害物の排除、含有部位の脱着容易性の向上を図る。 

 ・ 地球温暖化対策 ： 海外関係会社への生産移管が加速 → 生産高原単位で海外関係会社と連結管理する。 

第２期行動計

画  
関連ペー行動計画最終目標 項   目 

1999年度 

実績 目標 

１９９７年１０月 
国内目標達成済 
２０００年６月 
海外目標達成 

２０００年３月 
目標達成 

１９９８年３月 
目標達成済 

１９９８年３月 
目標達成済 

「富士通テン地球環境憲章」に定めた事項を具体的に実践していくため、「富士通テン環境行動計画」

（第２期：１９９７年１月策定）に対策ごとの数値目標などを定めています。１９９９年度の目標と実績

は次のとおりです。 

７ 認証取得 

２工場 

審査中 

  １工場 

認証取得 

海外 

  ３工場 

環境マネジメントシステム 国内外の生産拠点を対象に、1999 年度

末までに ＩＳＯ規格に基づく環境マネ

ジメントシステムを構築・運用 

（国内：1997年度  海外：1999年度） 

１７ ８０％ ７４％ 工場廃棄物減量化対策 
工場廃棄物を、2000年度末までに 1991 

年度実績比で 80％削減 

１９ ５６％ － 化学物質の排出削減 環境負荷低減のため、化学物質の排出量 
を 2000 年度末までに 1995 年度比で

20％削減 

１６ 未達 
目標見直し 

－５％ １０％ 省エネルギー対策 
（地球温暖化対策） 

売上高当たりの消費電力を、２０００年度末ま

でに１９９１年度実績比で２０％削減 

１１ １００％ － 製品への環境配慮 1997 年度末までに製品環境アセスメン

ト実施率 100％を達成し、グリーン製品

の開発推進を行う 

2000 年度末までにリサイクル可能率

90％達成 

未達 
目標見直し 

６９％ ８２％ 
国
内
生
産
拠
点
対
象 

項   目 

製 品 へ の 環 境 配 慮 

 廃棄物減量化対策 

 有害物使用削減対策 

 地 球 温 暖 化 対 策 

国
内
生
産
拠
点
対
象
（
海
外
は
別
途
設
定
） 

２０００年度目標 

 ラベリング制度の確立 
 ｸﾞﾘｰﾝ製品ｺﾝｾﾌﾟﾄの確立 

 鉛ﾌﾘー はんだ適用目処付け 

       １０％ 以上 

（購入量約８ﾄﾝ削減） 

    ３６．４％ 未満 

（使用量約０．９ﾄﾝ削減） 

    １２１％  未満 

（電力換算約３８０MWh削減） 

    ８５．９％ 以上 

（処分量約 57ﾄﾝ削減） 

行動計画最終目標 

 製品環境アセスメントとグリーン製品のラベリング制度を確立し、 

 ２００２年秋を目処にグリーン製品を市場投入する。 

 用紙購入量を２００２年度末までに１９９９年度実績比で３

０％削減する。 

 ＰＲＴＲ対象物質使用量を生産高原単位で２００２年度末まで

に１９９５年度実績の３５％に低減する。 

 二酸化炭素排出量を生産高原単位で２００２年度末までに１

９９０年度実績の１０８％に抑制する。 

 ２００５年度ゼロエミッション達成を目指して再資源化率を２００２年 

 度末までに９３％に向上させる。 



 

環境マネジメントシステム（Ⅰ）                                
 
環境保全の推進組識  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 事業活動と環境との係わり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 
 

オゾン層破壊 

地球温暖化 

資源の枯渇 

熱帯雨林の減少 

廃棄物の増加 

土壌・地下水汚染 

大気汚染 

水質汚濁 

騒音・振動 

開発・設計 

製造工程 

資材調達 

資材物流（入荷）

製品物流（出荷）

販売・取付け 

製品の使用 

アフターサービス

製品廃棄 

環境対応を促進する専門組織として、１９９９年１０月に「地球環境部」を設置し、グループの環

境パフォーマンスの向上を推進しています。 

Ｉ
Ｔ
Ｓ
事
業

              

推
進
本
部

包装削減・リサイクル化

常勤役員会

   営業部門

技術管理部門

工場環境分科会

企画管理部門

 工場管理部門

     物流部門

   購買部門

法務・広報・教育

グリーン調達

サービス部門

製品アセスメント充実

技術開発部門

担当役員

専務取締役：柳  昌憲

環境対策技術の開発

部品再使用

環境監査チーム 地球環境部

地
球
環
境
委
員
会

海
外
生
産
拠
点

栃
木
富
士
通
テ
ン

中
津
川
工
場

モ
ー
ト
ロ
ニ
ク
ス

                   

本
部

省エネ・リサイクル対策

顧客要求事項伝達

製品アセスメントの実施・グリーン製品開発省エネ・廃棄物減量化・化学物質排出削減

生
産
技
術
開
発
部

グリーン製品開発推進分科会

Ａ 

Ｖ 

Ｃ 

本
部

本
社
工
場

 

 ・エネルギーの使用による二酸化炭素の排出 

 ・化学物質、排気ガスの大気中への排出 

 ・生活排水（工程排水なし）の水域への排出 

 ・資材･部品や設備燃料などの資源の消費 

 ・設備（空調機器・プレス・射出成形機）の運転に 

よる騒音、振動の発生 

 ・調達品包装、工程仕損品、使用済製品などの 

廃棄物の発生 

 ・化学物質漏洩事故による土壌汚染等の発生

の可能性 



                                                           
 
関連企業・取引先との連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１９９９年度の取引先環境評価結果  
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２  

（評価点） 

0      10      20      30      40      50（事業所数） （事業所数） 

評   価   結   果 

評価対象全体（1 2 6 事業所）の平均点     

Ａ （70 点満点） 

４３．０  点  

Ｂ （100 点満点） 

５５．３  点  

 
使用全廃、削減対象物質

に対する提案 
・ 水銀 
・ カドミウム 
・ 塩化ビニル 
・ 鉛 
・ 六価クロム 

 
（ｳｴｲﾄ：２０点） 

（ｳｴｲﾄ：１５点） 

（ｳｴｲﾄ：２５点） 

（ｳｴｲﾄ：１０点） 

  2 0 0 0 年度の取り組みと期待値  
       （１） 環境保全活動の推進（取り組み姿勢） 

       （２） 省エネ・省資源活動の推進 

       （３） リサイクル活動の推進 

      （４） 環境改善に関する提案 

           ･ リサイクル可能な梱包材への切換え 

・ 通い箱への切換え 

・ 有害物の削減・代替 

環境評価点 
平均５０点以上 

平均点  
４３．０

 

平均点  
５５．３

 

（評価点） 

Ｂ  ： 製品を含む総合評価点  （１００点満点） Ａ  ： 環境保全への取組み評価点  （７０点満点） 

 



 

環境マネジメントシステム(Ⅱ)                                 
 
ＩＳＯ１４００１認証取得実績  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
環境監査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 
 

１９９９年度は、目標としていた海外３生産拠点の内、２拠点において年度内に認証を取得しました。 

年度末は審査中であった残り１拠点についても２０００年６月には認証を取得し、第２期行動計画の目標

を達成しています。 

環境マネジメントシステムを構築した拠点の統括責任者は自主環境監査を実施し、その結果をもとに一年間のマネ

ジメント活動を評価、方針を見直して環境マネジメントのスパイラルアップを図ります。 

前年度監査以降の変化  

統括責任者が方針・目標などを見直し 

 

前年度監査結果 

環境側面の変化 システム変更点 

統括責任者が主任環境管理監査者を指名 

監査計画に基づき環境管理監査者全員が 
事前スタディ 

チェックリストによる全部門監査の実施 

 ①環境管理責任者対象 ： 約１４０項目 

 ②各部門幹部社員対象 ： 約７０項目 

 ③環境関連施設対象   ： 約３０項目 

監査計画 

環境管理監査者 

リフレッシュ教育 

 
 

内部環境監査  

監査報告 

是正・結果報告 

３５名 

主任監査者 

１１名 

監査者 

■グループの環境管理監査者 

（２０００年３月末現在／国内） 

 

国 内 

海 外 

認定機関名 審査機関名 認証取得年月 生産拠点名 

富士通テン本社工場 

中津川工場 

栃木富士通テン 

ＦＴＣＰ（フィリピン） 

ＦＴＣＡ（アメリカ） 

天津富士通天（中国） 

ＦＴｄＭ（メキシコ） 

１９９７年６月 

１９９７年８月 

１９９７年１０

１９９８年１０

１９９９年６月 

１９９９年１２月 

２０００年６月 

ＪＡＣＯ 

ＪＡＣＯ 

ＪＡＣＯ 

ＴＵＶ Ｒｈｅｉｎｌａｎｄ 

ＬＲＱＡ 

ＣＣＥＭＳ 

ＬＲＱＡ 

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ 

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ 

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ 

ＤＡＲ 

ＡＮＳＩ・ＲＡＢ 

ＺＨＢ・ＵＫＡＳ 

ＲＡＢ・ＡＮＳＩ 



 
                                                             
 
環境教育・訓練 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                       

８ 

社内教育プログラムに「環境管理」を取り上げ、

各階層別に環境教育を継続的に実施しています。 

特に、環境管理に係わる環境管理責任者、環境保

全推進員、環境管理監査者および環境有意作業者

に対しては、必要な知識・技術を身につけてもら

うため特別教育（新任研修またはリフレッシュ教

育）を行うことにしており、１９９９年度の特別

教育の実施結果は下表の通りでした。 

また、１９９５年１月の阪神大震災以来、緊急

事態への備えとして毎年続けている化学物質の

漏洩事故（貯蔵施設付近）を想定した模擬対処

訓練のほか、化学物質の使用職場では、作業中

に溢した場合の処置訓練、常備している処置用

具の点検を定期的に実施しています。 

環境教育体系 

対象者 

幹部社員 

 

中堅社員 

新入社員 

特別教育 

養成教育 

リフレッシュ教育 

受講・新規任命者数 

受講者数 

幹部社員 ４名 環境管理責任者研修 

延べ人員 ５１０１人 環境有意作業者教育 

専門職 

幹部社員 ２０名 

１７名 

環境管理監査者養成教育 

環境管理監査者教育 

延べ人員 環境保全推進員教育 ８７人 

幹部社員 － 

専門職 ５名 

教育名 

新任課長研修 

専門職研修・職長/班長研修 

仕事の基礎研修 

新入社員研修 

階層別研修 



 

環境マネジメントシステム（Ⅲ）                                
 
環境会計  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
１９９９年度環境会計実績（今回は国内生産拠点の実施結果を集計しています。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９ 
 
 

２０００年３月期から「環境会計」を導入しました。 

事業活動に起因する環境負荷の積極的低減を目的とした支出「環境投資」と、環境保全に係わる日

常的支出「環境維持コスト」および、環境保全活動による投入資源節約「環境コストダウン」や「環

境リスク低減効果」などを定量的に把握し、環境負荷の低減を効率よく達成していくための投資意

志決定ならびに企業姿勢を具体的な情報として開示していくために実施するものです。 

環境コストの考え方  

環境リスク低減 

全体的に 

環境コストダウン 

環 境 損 失 

維 持 コ ス

 

環 境 投 資 

環 境 負 荷 

（５０％以上が環境的である投資を計上） 

新規設備投資は５年間の定額償却とした年額、その他は該当年度の発生コストを計上 

Ｄ．実質効果（コストダウン）： 
維持コストの節約、有価物売却等

による収入 
Ｅ．みなし効果： 

環境教育等ある定義にて経済的

効果があったとみなした効果 
Ｆ．リスク回避効果： 
環境汚染や訴訟等のリスクを回

避したと考えられる効果 

環境効果の考え方  

（単位：万円）  

環 

境 
コ 

ス 

ト 

①直接的費用 生産活動を確保するための環境保全活動費用（環境設備導入・維持） １，２０５ 

実  績 項   目 

効    

果 

範   囲 

②間接的費用 環境推進活動費用（人件費）、ISO１４００１認証取得・維持費用 １１，４５４ 

③省エネルギー費用 省エネルギー対策費用 １，３１０ 

④リサイクル費用 廃棄物処理費用、廃製品の回収・ﾘｻｲｸﾙ・ﾘﾕｰｽなどの費用 ２，８９４ 

⑤研究開発費用 グリーン製品、環境対策技術の開発費用 ２，３６６ 

⑥社会的取組み費用 緑化推進、環境報告書作成、環境宣伝などの費用 ７４１ 

⑦その他 地下水汚染対策などの環境リスク対応費用 ８７ 

           計 

           計 

①生産支援のための環境保全活動  生産活動により得られる付加価値の内、環境保全活動の寄与分 ＊１ ３３０ 

②省エネルギー・省資源活動 電力、油、ガス代の削減額、工法改善による材料費削減額 ２，２２２ 

③リサイクル活動 廃棄物減量化による処分費削減額、廃製品・部品再使用による新規購入差額 １０，９１９ 

④リスクマネジメント 汚染対策等による補償・保険費用回避、法規制遵守による操業ロス回避額＊２ ２１６ 

⑤環境ビジネス活動 環境ビジネス製品（環境ソリューション、グリーン製品等）販売貢献額 １００ 

⑥環境活動の効率化 ペーパーレス効果、管理システム活用による効率化コストダウンなど ８９３ 

２０，０５７ 

⑦環境教育活動 

１５，７５３ 

ＩＳＯ１４００１構築支援、監査員教育等の社内教育効果額 １，０７３ 

＊１ 生産活動により得られる製品の付加価値を、その事業所の環境保全活動の割合から寄与分として算出 
＊２ リスクが発生したと仮定した場合のリスク回避見積り額 

Ａ         ０ Ｄ １４,１３５ 

Ｅ   １,５１０ 

Ｆ     １０８ 

Ｂ １５,５９１ 

Ｃ   ４,４６６ 

Ａ． 

Ｂ． 

Ｃ． 
１９９９年度会計実績内訳（単位：万円） 



環境関連法に関するデータ （水質、大気、騒音、振動測定結果）              

国内生産拠点（３事業所）ともに測定結果は法規制値はもとより自主基準値も全てクリアしていました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                      

１０ 

 

 項 目 規制値 自主基準 測定値 

pH 5～9 5.6～8.6 8.5 

BOD          （㎎／ｌ） 300 240 49.6 

SS            （㎎／ｌ） 300 240 38.0 
ﾍｷｻﾝ抽出･動植（㎎／ｌ） 5 4 ＜1.0 

排水 

ﾍｷｻﾝ抽出･鉱物（㎎／ｌ） 30 24 ＜1.0 

NOｘ   (ml/Nｍ3) － 146 77 

SOｘ    （Nｍ3/ｈ) － 0.118 0.065 

大気 

ばいじん (㎎/Nm3) － 30 6 

 

 項 目 規制値 自主基準 測定値 
昼間        （ｄＢ） 65 60 59 
朝・夕       （ｄＢ） 60 55 55 

騒音 

夜間        （ｄＢ） 50 45 43 
昼間        （ｄＢ） 65 60 59 振動 
夜間        （ｄＢ） 60 55 33 

排水 ：工程からの排水は無く、全て公共下水道に放流 

大気 ：燃料はＡ重油を使用 

騒音・振動 ：その他の地域 

注） 特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載 

     しています。 

本  社  工  場  （所在地  兵庫県神戸市） 

 中津川工場  （所在地  岐阜県中津川市） 

 項  目  規制値  自主基準 測定値  

pH 5.0～9.0 5.6～8.6 8.50 
ＢＯＤ          （㎎／ｌ） 2,000 1340 170 
ＳＳ            （㎎／ｌ） 2,000 560 120 

ﾍｷｻﾝ抽出･動植 （㎎／ｌ） 150 120 64 

ﾍｷｻﾝ抽出･鉱物 （㎎／ｌ） 5 2 1 

ﾌｪﾉー ﾙ類       （㎎／ｌ） 5 4 ＜0.02 
銅及び化合物   （㎎／ｌ） 3 2.4 0.01 
亜鉛及び化合物 （㎎／ｌ） 5 4 0.12 

鉄及び化合物   （㎎／ｌ） 10 8 0.2 

ﾏﾝｶ゙ﾝ及び化合物（㎎／ｌ） 10 8 ＜0.1 

ｸﾛﾑ及び化合物 （㎎／ｌ） 2 1.6 ＜0.02 

水

質 

ﾌｯ素化合物    （㎎／ｌ） 15 12 0.3 

 

 項 目 規制値 自主基準 測定値 

NOｘ   (ml/Nｍ3) 150 120 82 

SOｘ    （Nｍ3/ｈ) 1.2 － ※ 
大

気  

ばいじん (㎎/Nm3) 50 14 7 
昼間       （ｄＢ） 70 65 62 
朝・夕      （ｄＢ） 70 65 58 

騒

音  
夜間       （ｄＢ） 60 55 54 
昼間       （ｄＢ） － 60 45 振

動  夜間       （ｄＢ） － 55 45 

排水 ：工程からの排水は無く、全て公共下水道に放流 

大気 ：燃料は都市ガスを使用（※ SOｘは測定していません） 

騒音・振動 ：工業専用地域 

注） 特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載 

しています。 

 項 目 規制値 自主基準 測定値 

NOｘ   (ml/Nｍ3) 180 144 86 

SOｘ   （Nｍ3/ｈ) 12.29 0.12 0.05 

大気 

ばいじん (㎎/Nm3) 300 77 42 
昼間       （ｄＢ） 60 57 52 
朝・夕      （ｄＢ） 50 48 46 

騒音 

夜間       （ｄＢ） 45 43 42 
昼間       （ｄＢ） 60 48 38 振動 
夜間       （ｄＢ） 55 44 30 

排水 ：工程からの排水は無く、全て公共用水域に放流 

大気 ：燃料はＡ重油を使用 

騒音・振動 ：第二種区域 

注） 特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載 

     しています。 

 項 目 規制値 自主基準 測定値 

pH 5.8～8.6 6.1～8.3 7.1 
BOD          （㎎／ｌ） 160(120) 4.4 2.8 
ＣＯＤ          （㎎／ｌ） 180(120) 17.4 7.5 

ＳＳ            （㎎／ｌ） 200(150) 3.4 2.0 

大腸菌群数    （個/㎝３） 3000 ND ND 

窒素           （㎎／ｌ） 120(60) 29.8 13.0 

リ ン           （㎎／ｌ） 16(8) 3.8 1.4 

ﾍｷｻﾝ抽出･動植（㎎／ｌ） 30 24 1.0 

ﾍｷｻﾝ抽出･鉱物（㎎／ｌ） 5 4 1.0 

ﾌｪﾉー ﾙ類      （㎎／ｌ） 5 4 0.025 

銅及び化合物  （㎎／ｌ） 3 2.4 0.01 

亜鉛及び化合物（㎎／ｌ） 5 4 0.04 

鉄及び化合物  （㎎／ｌ） 10 8 0.3 

ﾏﾝｶ゙ﾝ及び化合物（㎎／ｌ） 10 8 0.1 

ｸﾛﾑ及び化合物 （㎎／ｌ） 2 1.6 0.1 

水質 

ﾌｯ素化合物    （㎎／ｌ） 15 12 0.1 

 

 栃木富士通テン  （所在地  栃木県小山市） 



 

 製品の負荷低減に向けた取組み（Ⅰ）                            
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当社では９５年度に製品ごとに設計段階からアセスメ

ントを実施し、一定の基準をクリアしたもののみを製品

化できるシステムを確立しました。 

９９年度には設計工程や製造工程の省エネ・省 

社内イントラネットを使用した製品環境マネジメントシステムを構築し、グリーン製品の開発支援

ツールとして活用を始めました。 

資源をグリーン製品のコンセプトに加え、評

価項目の見直しをおこない、２０００年度か

ら下記の評価項目を適用しました。 

設計支援情報の提供
   (改善ポイント、ノウハウ 等 )
アセスメント対象品番の抽出

製品企画・設計

アセスメント
チェックリスト

評価結果の集計・
フィードバック

データベースデータベース

  
製品名製品名

ﾕﾆｯﾄﾕﾆｯﾄ

部品部品

部品部品

部品部品

有無有無 物質名物質名

ｶﾄﾞﾐｶﾄﾞﾐ

量量

－－

有有

無無

ｱｾｽﾒﾝﾄ実施
(未/済)
ｱｾｽﾒﾝﾄ実施

(未/済)

未未

済済

済済

部品部品

2mg2mg

有有済済 水銀水銀 6mg6mg

製品環境アセスメント

量   産   化

合格

評価結果に対する
マネジメント

環境負荷物質
管理

顧客への負荷情報提示

製品環境アセスメント 

製品環境マネジメントシステム  

製品の省エネ・省資源製品の省エネ・省資源

製品のリサイクル製品のリサイクル

製品への有害物不使用製品への有害物不使用

製造工程の省エネ・省資源、製造工程の省エネ・省資源、
有害物不使用有害物不使用

設計の省エネ・省資源設計の省エネ・省資源

コンセプトコンセプト 評評        価価        項項        目目

・小型化、軽量化    など３項目

・車体からの取り外し性、再生樹脂の使用    など５項目

・塩化ビニルの全廃、鉛フリーはんだの適用    など８項目

・加工工数の低減    など２項目

・開発工数の低減    など２項目

全２０項目全２０項目ｸﾞﾘｰﾝ製品の開発ｺﾝｾﾌﾟﾄとｱｾｽﾒﾝﾄの評価項目ｸﾞﾘｰﾝ製品の開発ｺﾝｾﾌﾟﾄとｱｾｽﾒﾝﾄの評価項目

 



                                                                                              

 

 グリーン製品開発  
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３デッキＡＶＮ（Aud i o  V i s u a l  N a v i g a t i o n ）一体機 

 

薄型のデッキ開発による本体に３デッキ（ＤＶＤ、ＭＤ、ＣＤ）

の搭載と、高い集約設計技術を活かすことにより、従来は別ユ

ニットだった、AV一体機とDVDナビゲーションユニットを一

体化することを実現しました。 

これにより、システムの軽量化、および部品点数削減、省電力

設計を図りました。 

３デッキＡＶＮ一体機 

 

   従     来   改 善 後 

部品点数  ３１００点  １８１０点 

重    量  ６６００ g  ３５２０ g 

消費電力   ７２Ｗ   ５４Ｗ 

液晶ディスプレイの水銀対応 

 

液晶ディスプレイのバックライトには有害物質である水銀

が含まれています。 

そこで、筐体の形状を変更し、バックライトの取り出しを容

易にすることにより、水銀の回収・リサイクルの効率を高め

ました。 

さらに、２０００年２月より、水銀を含有する全製品に水銀

含有表示ラベルを貼りつけるようにしました。 

バックライトの取り外し容易化 水銀含有表示ラベル 

両面リフロー基板によるエンジン制御コンピュータ 

コネクタ以外の全部品を表面実装型の部品

とし、基板の両面をリフロー工程対応として

います。それにより基板面積の４０％削減が

達成されました。 

合わせて部品のＬＳＩ化で部品点数を３

３％削減しています。 

また、縦形及び横形リード端子部品を使用し

ないため、製造ラインにおいて該当工程を廃

止することができ、製造上の省エネにも貢献

しています。  （製造ライン長さで４４％減） 

Contains Mercury - DonContains Mercury - Don’’t  Put  in  Trash -t  Put  in  Trash -
Recycle or Dispose as Hazardous Waste.Recycle or Dispose as Hazardous Waste.

本製品には水銀を含む蛍光管が本製品には水銀を含む蛍光管が

組込まれています。組込まれています。

廃棄する場合は地方自治体の条例廃棄する場合は地方自治体の条例

または規則等に従ってください。または規則等に従ってください。  

表 面 裏 面 

    改善前               改善後 

２デッキＡＶ一体機  

DVD ナビゲーションユニット 



 

       製品の負荷低減に向けた取組み（Ⅱ）                                   
 

グリーン製品開発  
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分解容易スピーカ 

鉛フリーはんだ 

機械結合やインサート構造など、接着剤を用いない結合方式の採用による分解容易なスピーカの開

発に取り組んでいます。 

開発品の分解手順 

一般に、電子機器に使用されているはんだには、鉛が使用されており、製品廃棄時の環境汚染が問題となっていま

す。そこで、 

① 環境負荷ゼロ 

② はんだ付け性・作業性が従来品と同等 

③ 電気的・機械的な信頼性が長期間にわたり保証できる 

を条件に、２００２年実用化を目標に、鉛を使用しない新しいはんだ材料の研究に取り組んでいます。 

９９年度には、製品試作を行い、車載信頼性の評価を行いました。 

・振動系部品以外は単一材料まで分解可能 
・分解可能率 ： ９２％ 
       （分解可能重量／全体重量） 

 



 
                                                                                    
 

     環境貢献技術・製品  
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ナビ連携自動配車システム 

筒内直噴ガソリンエンジン（＊）制御コンピュータ 

２０００年に発売されたトヨタ・ＲＡＶ４には筒内直

噴ガソリンエンジンが搭載されています。 

そのエンジン制御コンピュータ（ＥＣＵ）は当社が開

発を担当しました。 

燃料の噴射タイミング、噴射量を最適に制御し燃費の

大幅な低減に貢献しています。 

＊ 筒内直噴ガソリンエンジン 

近年のエンジンでは燃費向上のため、希薄燃

焼が行われていますが、過度に希薄な混合気

は着火しにくいという問題があります。 

筒内直噴エンジンでは気筒内部に直接噴射

することで部分的に濃い混合気を生成し、着

火性を確保すると共に、全体として大幅な希

薄化を達成しています。 

従来エンジン 筒内直噴ガソリンエンジン 

に案内する「ナビ連携自動配車システム」は、

効率的かつ確実な配車と排気ガスの低減を実

現します。 

ＧＰＳを利用して、お客様から一番近い場所に

いるタクシーを自動的に選定・配車し、さらに、

お客様先やご乗車後の目的地まで、ナビで確実 

顧客

配車センタ

基地局

顧客
情報

最適車両
自動検索

配車指示
自動送信

ＰＢＸ

位置情報

顧客情報
自動検索

行先

到着

迎車先へ近づくにつれ、

自動的に地図拡大表示

住宅地図

迎車

②

地図拡大

△△の

○○様へ

１ ２ ３

４

８

６

７

５

９

休 ０

 登  録

再

↑

↓

Ｃ

応

Ｓ

了 確

閉

神戸市兵庫区御所通
１丁目２－２８
富士通テン
正門  鈴木様

神戸市兵庫区御所通１
丁目２－２８
富士通テン
正 門  鈴木様

文 字 表 示
＋

音 声 合 成
＋
ナビ

配車指示に了解すると、

迎車先地図表示に切替

ナビ画面

了解

配車

配車指示

①

実車

移動局からの問い合せに対し、

センタから行先指示データを送り

目的地セット → 経路誘導可能

③

デ－タ
行先指示

問い合せ

ＥＣＵ ＥＣＵ



 
工場の環境保全活動（Ⅰ）                                                 
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グリーン調達・環境アセスメント  

製造工程で使用する資材（化学製品）、環境影響に係

る設備・機械（環境関連施設）について、調達段階で

環境影響をアセスメントしています。 

このシステムの運用により、従来使用品と比較して、

より環境影響の小さいものを選択するようにしていま

す。 

グリーン購入 

 

事務用品や蛍光灯などについて、グリーン購入

を進めています。 

１９９９年度までに、約３０品種をグリーン購

入品に指定し、定型品リストに掲載して優先的

に購入するようにしました。 

化学物質アセスメントフロー 

製造工程やオフィスでの業務が地球環境に与える影響を最小限に抑えるため、調達・製造・流通の各 

段階でそれぞれの関係部署が地道な保全活動を積上げ、成果を出しています。 

調 達 

再
生
資
源 

活
動
の
内
容 

①グリーン調達の推進 
  ・環境影響度の低いもの 

   を選択 

  ・再生資源の優先調達 

 

②アセスメントの実施 
  環境影響の内容と管理 

  手段の評価 

 ・部品アセス 

 ・化学物質アセス 

  ・環境関連施設アセス 

①製品物流負荷の低減 
・走行距離の短縮 

・リサイクル包装材・緩衝 

 材の採用 

 

② 廃棄物運搬・処分の適性 

  管理 

・マニフェスト伝票による 

 管理 

・処分業者の監査 

リ
サ
イ
ク
ル 

製 造 製    品 

廃 棄 物 

排気・排水

騒音・振動

流 通 お 客 様  

廃棄物処分場 

エネルギー 

その他資源 

（資材・物品）

インプット アウトプット 

①省エネルギー 

②化学物質の使用量削減 

③  廃棄物の減量化 

 

② 化学物質の取扱管理 
 
⑤  関連施設の運転監視 
 

⑥廃棄物の分別管理 

 ・大気 

 ・水質 

 ・騒音 

 ・振動 

 

生産工程における環境マネジメント・ブロック図 



 

                                                                                                  

 

 省エネルギー対策  
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地球温暖化対策として、省エネ設備の導入や節電運動など

の省エネルギー活動に取り組んでいます。 

しかしながら、１９９９年度については生産高の減少によ

り売上高あたりの電力使用量が３１．３ MWh／億円（１

９９１年度比４．７％の増加）となり、１９９９年度の目

標を達成することができませんでした。 

ただし、年間削減目標である７００ MWh（前年度使用量

の２％）は達成しています。 

 

売上高あたりのエネルギー使用量の推移 

■空調のインバータ制御盤 

インバータ制御により、室温に応じた適切なフ

ァンの回転数を自動的に設定します。 

（MWh／億円） 

９９年度 

エネルギー種類別使用状況 

【種類別】  

ＬＰガス
1%

重油
8%

都市ガス
8%

電力
83%

１９９９年度のおもな実施内容 

（設備関係） 

・空調ファンインバータ制御拡大（本社工場・中津川工場） 

・トランス統合による効率化（本社工場・中津川工場） 

・ライン統廃合の推進（本社工場・中津川工場） 

・除湿機の停止（中津川工場） 

（節電運動：全工場共通） 

・室温設定や不要電源の切断についての巡回指導 

・社内報による従業員の啓発 

 

(年度) 



 
   工場の環境保全活動（Ⅱ）                                                

 
廃棄物減量化対策                                         
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工場から発生する廃棄物（廃プラスチック・廃油・

はんだ付着物など）を対象に、廃棄物の減量化およ

び有効利用に取り組んでいます。 

その結果、１９９９年度の廃棄物量は２２６ｔとな

り、１９９１年度比８０％の削減となりました。 

これは、１９９９年度の目標を達成するとともに 

２０００年度目標である８０％削減をもクリアし

ています。 

 ■古紙を利用した緩衝材 

袋の材質には環境影響の少ない 

ポリエチレンを使用しています。 

   ■消滅槽による生ゴミの分解 

中津川工場では、社員食堂の生ゴ

ミを消滅槽を利用して水と炭化水

素に分解しています。 

９９年度廃棄物発生状況 

 【種類別】  

生ゴミ
10%

浄化槽汚泥
13%

紙屑
13%

.金属屑
50%

その他
14%

226t 
廃棄物処理業者の監査 
 

廃棄物の適正処理を確認するため、年 1 回、廃棄

物処理業者（収集運搬・中間処理・最終処分）の

書類監査および現地監査を実施しています。 

９９年度は２０社を対象に監査を実施した結果、

書類監査・現地監査ともに、改善が必要となる処

理業者はありませんでした。 

９９年度のおもな実施内容 

・廃油の助燃剤化（本社工場） 

・ＩＣケース・トレイのメーカー返却（栃木富士通テン） 

・木屑（廃パレット）の合板への再生（栃木富士通テン） 

最終処分廃棄物量の推移 
（ ｔ

626 607 561

425

1111

868
731

305

226

0

200

400

600

800

1000

1200

91 92 93 94 95 96 97 98 99（年度） 



社内啓発ポスター  

 

                                                                               

 

 

   物流における廃棄物減量化  
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廃棄物（紙ゴミ）の削減、森林資源の保護

などのため、電子帳票システムの導入や図

面発行枚数の見直しなどによるペーパー

レス活動を推進しています。 

あわせて一般社員にもコピー方法の工夫

を呼びかけるなどの啓発活動を実施して

います。 

本社工場では、１９９９年度は前年度比約

１ t、紙の使用を削減しました。 

ペーパーレスへの取組み  

神戸物流センターでは、海外工場からの製

品輸入時に発生する使用済梱包材を輸出時

の緩衝材として再利用しているほか、同じ

く輸入時に使用される国内規格外の木製パ

レットを加工することで国内向けに転用す

るなどの活動を行いました。 

これらは従来マテリアルリサイクルされて

いましたが、これをさらにリユースするこ

とで環境負荷を低減するとともに、緩衝

材・パレットの新規購入を抑制しました。 

社内焼却処理の廃止  

従来は可燃ゴミを社内焼却炉で焼却してい

ましたが、ダイオキシン対策として、国内

の工場に設置されていた焼却炉を、１９９

９年度までにすべて廃止しました。 

本社工場  

中津川工場  

栃木富士通テン  

1 9 9 7 年 5 月廃止  

1 9 9 9 年 7 月廃止  

1 9 9 7 年 2 月廃止  



 

工場の環境保全活動（Ⅲ）                                                 
 
化学物質の排出削減対策  
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製造工程で使用されている化学物質（ＩＰＡ

＊・トルエン・キシレンなど）を対象に、使

用量の削減に取り組んでいます。 

  ＊ＩＰＡ：イソプロピルアルコール 

 

１９９９年度の使用量は１１６ｔで、前年度

比２２．７％削減、９５年度比では５６％の

削減となり、２０００年度目標である９５年

度比２０％削減を大きくクリアしました。 

製造工程の効率化  ［ライン混流化  ］ 
 

プリント基板の加工ラインにおいて治工具

類の共通化、誤品防止のポカよけ、工程の再

設計等を行いライン混流化を実現し、はんだ

付け装置を削減しました。 

これによりＩＰＡ使用量を大幅に削減した

ほか、はんだくずの発生量や電力使用量等も

削減しました。 

１９９９年度のおもな実施内容 

防湿フラックスの開発 

 

従来、自動車用電子機器の耐湿性を向上させ

るために、プリント基板の表面にトルエン・

キシレンを溶剤とした防湿コーティングが

必要でした。 

そこで、はんだ付け時に使用するフラックス

の残さで防湿膜を形成する技術を開発し、コ

ーティングレスを実現しました。 

９９年度には適用機種を拡大し、トルエン・

キシレンの使用量を９５年度比で８０％削

減しました。 

 コーティング材  フラックス残さによる防湿膜

はんだ  

117
101

85

59
51

0

50

100

150

200

95 96 97 98 99

 

使用量（ｔ） 

（年度） 
ﾄﾙｴﾝ・ｷｼﾚﾝ 

34 35
19 12 7

0

50

100

150

200

95 96 97 98 99
 

使用量（ｔ） 

（年度） 
ＩＰＡなど  

112
98 102

79
58

0

50

100

150

200

95 96 97 98 99
 

使用量（ｔ） 

（年度） 

263
234
206

150

116

0

100

200

300

95 96 97 98 99

 

使用量（ｔ） 
化学物質使用量の推移 

（年度） 

基板①
基板②
基板③

基板④
基板⑤

基板⑥

A

改 善 前

B
C

F

Ｄ
Ｅ

基板①
基板②
基板③

改 善 後

A

C基板⑤⑥

B

基板④

③

④

①
②

：基板加工工程

：はんだ付け装置
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ＩＰＡ供給ポンプの制御変更 

  

自動はんだ付け装置の基板搬送コンベア爪は、Ｉ

ＰＡで洗浄していますが、ＩＰＡ供給ポンプを連

続動作から間欠動作に制御変更することで、揮発

量を減らし、爪洗浄でのＩＰＡ使用量を従来に比

べ半減させました。 

代替フロンの全廃について 

 

９３年度にオゾン層破壊物質である特定フロンと

1.1.1-トリクロロエタンを全廃の後、一部の工程で

代替フロンを使用していましたが、９９年度に生

産工程での使用を全廃しました。 

環境汚染物質排出・移動登録制度への取組み 

                                （P R T R ）  

環境汚染の恐れがある化学物質の大気や水域への

排出量および廃棄物に含まれる移動量の削減を目

的として、電機・電子業界の関連５団体共同で策

定した「電機・電子業界におけるPRTRガイドライ

ン」に基づいた、排出量と移動量の把握と報告を

行っています。 

プリント
基板

ＩＰＡ
タンク

ﾎﾟﾝﾌﾟ

爪洗浄ブラシ
（ＩＰＡ塗布）

連続動作

間欠動作

基板搬送爪

 1,1,1-トリクロロエタン使用全廃 1993 年 12 月 

 特定フロン使用全廃 1994 年 2 月 

 代替フロン使用全廃（工程からの） 2000 年 3 月 

内  容  年 月  

オゾン層破壊物質全廃への取組

９９年度自主ＰＲＴＲ報告結果 
（富士通テン単独） 単位： ｔ 

６．５ キシレン 

１．７ トルエン 

１４ 鉛はんだ(鉛) 

取扱量  化学物質名  

６．５ 

０．７ 

０ 

ﾘｻｲｸﾙ 
量  

大気への  
排出  

０ 

０ 

１０．４

消費量  

０ 

０ 

３．６ 

化学物質使用実態（１９９９年度） 

 

中津川
61%

本社
27%

栃木
12%

合 計 

１１６ ｔ 

［工場別］ 

 

IPAなど
50%はんだ

44%

ﾄﾙｴﾝ･ｷｼ
ﾚﾝ
6%

合 計 

１１６ ｔ 

［種類別］ 

 



 
啓蒙・社会貢献活動                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   社会貢献活動                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ２１ 

 

 
 

社内向け環境ホームページ  

２０００年２月から、イントラネット内に地球

環境部ホームページを開設し、トピックスやイ

ベントなどの一般情報や、グリーン製品開発な

どに関する専門情報の提供を開始しました。 

開設以来、アクセス件数は確実に増えており、

ペーパーレスにもつながっています。 

 

 
社内ミニ環境展の様子  

社内向け広報誌「みんなの地球」 
 

１９９３年２月から、環境に関する取組みや、家庭に

おける環境配慮のヒントなどを周知するための社内

広報誌を毎月１回発行しています。 

なお、１９９９年６月号より、イントラネット上で提

供することとし、ペーパーでの配布を大幅に削減して

います。 

クリーン作戦  

毎年５月に須磨海岸で開催される、当社協賛

のボードセイリング大会「富士通テン・イク

リプスカップ日本ボードセイリング西日本選

手権大会」に合せて砂浜のクリーン作戦を行

っています。 

また、「まちかどクリーン作戦」や「六甲山

クリーンハイキング」への団体参加（本社）、

周辺地域および通勤路の清掃活動（中津川工

場・栃木富士通テン）などを通じ多くの従業

員が、地域の皆さんと協働しています。 

環境月間行事  

環境庁主唱による環境月間（毎年６月）には、工

場および関係会社において多数の従業員が参加し

て、さまざまな行事を行っています。 

社内ミニ環境展の開催  

通勤路の美化清掃 

環境標語募集 

環境フォトコンテスト募集 など 

9 9 年度 

実施内容  
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防災福祉コミュニティへの参画  

阪神淡路大震災の教訓を活かし、本社工場の立地す

る区域内の住民組織である「防災福祉コミュニテ

ィ」と、当社を含む区域内の企業・病院との間で、

災害時における避難場所や、資機材・人材の提供、

救援物資の配布などに関する協定を締結し、災害時

の協力体制を確立しています。 

当社は、その幹事会社として重要な役割を担ってい

ます。 
 

富士通テン社会貢献基金  

会社と労働組合の共同出資により、「富士通テン社

会貢献基金」を設立し、その基金をもとに社会福祉

施設への寄付や文化体育部による福祉施設慰問な

どの支援を行っています。 

そのほか、社内の音楽好きが集まって結成したボラ

ンティアグループ「音工房（おとこうぼう）」によ

る「愛の輪ふれあいコンサート」の支援や社内外で

のチャリティコンサートの開催などの活動も行っ

ています。 

また、中津川工場では年 1回「チャリティ講演会」

を開催し、その収益を毎年、中津川社会福祉協議会

を通じて福祉施設に寄付しています。 

自然との調和を大切に、私たちは独自のカーエレクトロニクス技術を駆使して、環境にやさしいグ

リーン製品の開発をはじめ、視覚・聴覚・人とのコミュニケーション能力を持たせたインテリジェ

ントカーの実現をめざし、クルマの安全性・快適性・円滑性を飛躍的に高めるＩＴＳ（インテリジ

ェント トランスポート システムズ：高度道路交通システム）の開発に取り組んでまいります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この報告書の内容は、インターネットホームページでもご覧いただけます。 

http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/ 

 

 

 

 

富士通テン株式会社  

〒652-8510  神戸市兵庫区御所通 1-2-28   ℡078-671-5081 

この報告書の内容に関するお問い合わせは 

地球環境部  地球環境課   ℡078-682-2029 

発        行：２０００年８月 

次号発行予定：２００１年６月 


